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町 は 、 法 令 等 に 基 づ き 、 個 人 情 報 や 企 業 の

経 営 情 報 等 の 重 要 情 報 を 多 数 保 有 し て い る 。

ま た 、 業 務 の 多 く が 情 報 シ ス テ ム や ネ ッ ト ワ

ー ク に 依 存 し て い る こ と か ら 、 住 民 生 活 や 地

域 の 社 会 経 済 活 動 を 保 護 す る た め 、 町 は 情 報

セ キ ュ リ テ ィ 対 策 を 講 じ 、 保 有 す る 情 報 を 守

り、業 務 を継 続 することが必 要 となっている。   

２ ７ 年 ３ 月 総 務 省 が 情 報 セ キ ュ リ テ ィ の ガ

イ ド ラ イ ン の 改 訂 版 を 発 表 し 、 町 で も 対 策 を

強 化 す る と と も に 、 検 証 が 必 要 と 考 え る が 。  


